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【設  立】平成 8年 7月 1 日（公益財団法人移行：平成 24年 4月 1 日） 
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TEL: 075-342-5000 FAX: 075-342-5050 

E-mail: main@kpic.or.jp URL: http://www.kpic.or.jp/ 

【事業内容】多文化共生、国際交流、国際協力、国際理解等に関する事業 

 

平成 2６年度事業概要 

 

 多文化共生 

日本語学習支援 

モデル日本語教室の設置 

日本語プライベートレッスン 

日本語支援ボランティアの養成・研修 

日本語教室ネットワークの構築 

外国人児童等の教育支援 

 外国につながる子ども・保護者サポーター研修 

 多言語による日本の学校生活ガイダンス 

災害時支援 

 外国人住民のための防災オリエンテーション・訓練 

 災害多言語支援センター運営訓練 

 災害時サポーター研修 

 防災ガイドブックの配布 

多文化共生推進体制の整備 

 多文化共生セミナー・異文化理解サロン 

 地域国際化ネットワーク会議 

 専門家による地域生活相談会 

 多言語による情報発信 

留学生等の支援・交流促進 

 留学生等のための相談窓口 

 国際人財ラウンドテーブル 

 京都フィールドトリップ 

 京都留学生体育祭 

 

国際理解 

国際理解促進事業 

 国際交流員による国際理解講座 

 

国際協力 

国際協力ステーション 

 

 

 

 

京都にほんご Rings 

京都府内1８のボランティア日本語

教室から構成されるネットワーク

団体。当センターとの相互連携によ

り日本語支援ボランティア・団体を

サポートしています。 



平成 25 年度「生活者としての外国人」のための日本語教育事業                            

地域日本語教育実践プログラム B 

 

 

ポスター 

セッション 

事業実施概要 

事業名称 「生活者としての外国人」のための日本語教育体制整備事業 

地域の課題 

京都市を除く京都府内市町村在住の外国人住民は広域的に散在しており、府内市町村および市

町村国際化協会のほとんどは規模が小さく、日本語支援など多文化共生事業にまで取り組めな

い。また、日本語教室運営に関してのノウハウは地域格差が大きく、府内全域で平準化を図る必要

がある。 

事業の目的 

地域における日本語支援などの多文化共生に係る施策を推進するにあたり、府内市町村や市町

村国際化協会だけでは十分に事業を展開できないケースが多い。そのため、当センターが中心と

なって日本語支援ボランティアの養成・研修や日本語教室立ち上げ・運営についての事業を各市

町村と協働して展開し、地域における多文化共生を推進する。 

事業内容 

取組１ 取組２ 

名称 京都府日本語教室ネットワーク会議 名称 日本語支援ボランティア養成講座 

内容 
京都府北中部地域の日本語教室お

よび関係機関のネットワーク会議 
内容 

府内各地域での教室立ち上げサポー

トとしてボランティアの養成を行う。 

対象 府内市町村日本語教室担当者 対象 講座修了後日本語支援ボランティアと

して活動する意思のある方 

時間 年３回（全５時間） 時間 1回 ３時間×１０回（全３０時間） 

人数 ２２人 人数 ４１人 

取組３ 取組４ 

名称 日本語支援ボランティア研修会 名称 「生活者としての外国人」のための日

本語教室 

内容 

学習者に対してよりよい支援ができる

よう、各地域で活動しているボランティ

アに対し日本語指導や教室運営につ

いての研修を行う。 
内容 

生活のために必要な日本語を学習す

るための教室を府内各地域に対する

モデル教室として実施。カリキュラムや

教材は公開の上、指導方法を学んでも

らうため教室見学を受け入れている。 

対象 日本語支援活動をしている方 対象 府内在住外国人 

時間 1回 ３時間×８回（全２４時間） 時間 1回 ２時間×４０回（全８０時間） 

人数 ６３人 人数 ２９人 

連携体制 
府内国際交流協会を中心にボランティア教室や日本語教室ネットワーク組織などと連携して事業を

実施。養成講座や研修会などは日本語学校の協力を得て実施している。 

成果と課題 

成果： 

 日本語教室のネットワーク化を実現することにより教室間の情報共有や日本語教育体制整備

についての検討の場ができた。 

 養成講座や研修会など人材育成により教室の新設やボランティアの質の向上が図れた。 

 日本語教室の設置によりカリキュラムや指導法など地域に向けて参考となる教室モデルを示

すことができた。 

課題： 

 各教室においては日本語教育に関わる人材が不足していることもあり、初期指導の取り扱い

が大きな課題となっている。 

 日本語教育体制の充実を図るためにはその必要性を一般住民に理解してもらう必要がある

ため、日本語教室の意義を広く知らせる必要がある。 

発表者から

一言 

ポスターセッションでは広域的な日本語教育体制整備の取組を主にお話いたします。また、当セン

ター日本語教室のオリジナルテキストや指導書などを持参いたしますので、参考にご覧ください。 

 


